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平成 25 年２月 15 日 

各  位  

 会 社 名   東 京 都 競 馬 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 山 口 一 久  

（コード番号 9672 東証第１部） 

問合せ先  取締役企画部長 矢 口 貴 行  

（TEL 03-5767-9721） 

 

中期経営計画の策定に関するお知らせ 

 

 当社グループは、平成 25 年 12 月期から平成 29 年 12 月期までの５年間を計画期間とする中期経営

計画「事業基盤強化への新たな挑戦」を策定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

中期経営計画の策定にあたって 

 当社グループは、公営競技施設を地方公共団体に賃貸するという公共性の高い事業を中心に、経営

の多角化を図りながら順調に成長してまいりました。 

 しかしながら、長引く景気低迷やレジャーの多様化による競争の激化など、取り巻く環境の変化に

より、当社グループの経営環境も一段と厳しさを増しております。 

 特に競馬施設事業におきましては、少子高齢化の急進展等により、売上高の減少が予測され、グル

ープ全体の経営に大きな影響を及ぼすことが予想されます。 

 このような状況を踏まえ、グループ全体の収益構造を見直し、安定した経営基盤の確立と成長の維

持を目指すため、５年間の事業戦略を示した中期経営計画を策定いたしました。 

  

１．中期経営計画の課題 

（１）競馬施設事業低迷への対応 

当社グループの中核事業である競馬施設事業の低迷がグループ全体に影響を及ぼしている状況を

踏まえて、さらなる収支改善に取り組むとともに、事業を取り巻く環境の変化に大きく左右されない

経営基盤を確立する必要があります。 

 

（２）各セグメントの収益力の強化 

各セグメントの収益構造の変化に対応するため、既存事業の見直しを行うとともにコスト削減によ

り、各セグメントの収益力を強化する必要があります。 
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（３）大井競馬場をはじめとした各施設の安全で快適な環境整備 

各施設を計画的に改修し、お客様により快適かつ安全にご利用いただける施設を提供する必要があ

ります。 

 

２．基本方針 ～ 事業基盤強化への新たな挑戦 ～ 

 これからの 10 年を見据え、計画期間５年の中で、事業基盤をさらに強固なものとするため、次の

４つの方針に基づき、事業を戦略的に進めてまいります。 

 

（１）安定収益の確立 

各セグメントの収益安定につながるよう、これまでの事業戦略の見直しとコスト削減を行い、収益

体質の強化を図ります。 

 

（２）新規事業への展開 

既存事業とのシナジー効果のある事業を積極的に展開するとともに、Ｍ＆Ａなどの手法を取り入れ

て新規事業に取り組みます。 

 

（３）地球環境への配慮や安全性・快適性に重点を置いた施設改善 

省エネルギーなどに配慮し、安全性や快適性を重視した各施設の計画的なリニューアルを進めます。 

 

（４）経営戦略に即した組織体制の確立 

事業の目標を達成するために人材育成の強化を図り、効率的な組織体制を確立します。 

 

３．目標 

５年後（平成 29 年 12 月期）の目標を売上高 170 億円、営業利益 32 億円、当期純利益 20 億円とい

たします。また、年間３円の安定的な配当を継続的に実施してまいります。 

 

４．投資計画及び財務計画 

（１）投資計画 

各事業の収益性を検証し、投資効率の高い事業への選択と集中を図るとともに、施設の安全性・快

適性を重視した設備投資を行うことを方針として、５年間で総額 240 億円の投資を行います。 

 

（２）財務計画 

資金調達に伴う負債の増加が財務に与える影響を十分に考慮した上で、現在の発行体格付け（Ａ－）

を維持する範囲で資金調達をすることとし、５年間で総額 140 億円の資金調達を行います。 
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５．経営管理（セグメント区分の変更） 

 マネジメント・アプローチの観点から、公営競技における経営資源を共用し、事業の拡大に対応す

るとともに、類似事業の合理化を図っていくため、平成 25 年 12 月期より競馬施設事業とオートレー

ス施設事業を統合して「公営競技事業」といたします。 

 

６．事業別戦略 

（１）公営競技事業（競馬施設） 

大井競馬場施設のコンパクト化に向けたリニューアルとして、２号・３号スタンドの解体と快適な

スタンドと観覧エリアの整備を進め、ファンの皆様に喜ばれるにぎわいのある競馬場を目指し、安全

性・快適性の向上とコストの削減による収支改善を図ります。 

また、在宅投票（ＳＰＡＴ４）システムの機能拡張により、勝馬投票券の発売を全国の地方競馬へ

拡大し、利用者の利便性向上と収益の拡大を目指します。 

 

（２）公営競技事業（オートレース施設） 

伊勢崎オートレース場内グリーンスタンドに大井競馬専用場外勝馬投票券発売所「オフト伊勢崎」

を開設して、オートレースと競馬の相乗効果による新たな顧客の開拓と収益の拡大を目指すとともに、

運営事務の受託収入により収益基盤の確立を図ります。 

また、大型ビジョンの導入やスタンドのリニューアルなど、ファンの皆様が快適な環境で投票して

いただくための場内施設の計画的改修を進めます。 

 

（３）遊園地事業 

平成 26 年を「ＮＥＷ東京サマーランド」の始動と位置づけ、本館ドームをリニューアルするほか、

アドベンチャーラグーン（屋外プールエリア）に日本最大級のウォータースライダーを新たに導入す

るなど、競合施設との差別化を図り、集客力を強化することにより、「ウォーターパーク」としての

東京サマーランドのブランド力を向上させます。 

園内敷地の有効活用として太陽光発電事業を開始するほか、シルバー世代に喜ばれる新たな事業を

検討し、季節に左右されない新規事業への積極的な展開を図ってまいります。 

また、石巻のスイミングスクールにおいては、東日本大震災の復興支援活動として行っている幼

児・児童の支援事業を継続し、地域の活力回復に貢献いたします。 

 

（４）倉庫賃貸事業 

営業力の強化により、テナントとのより深い信頼関係の構築に努めるとともに、既存施設の整備を

計画的に行うことにより、顧客の満足度を高めてまいります。 

また、物流事業に対して優位性がある勝島・平和島エリアにおいて、収益力の強化を図るため、新

たな事業用資産の取得を検討いたします。 
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（５）サービス事業 

「ウィラ大井」、「ウィラ大森ビル」をはじめとする既存の事業が安定的に収益を確保できるよう、

維持管理の質の向上を図り、テナントとの信頼関係の強化に努めます。 

また、グループの保有資産等を活用した事業や既存事業とのシナジー効果が見込める分野への進出

について、Ｍ＆Ａなどの手法の活用を検討いたします。 

 

７．人材育成について 

「人」重視の経営方針のもと、研修制度の充実と職場環境の整備による人材力の強化を図ってまい

ります。 

 

（１）社員のキャリア形成 

階層別の段階的研修制度、能力開発支援制度、社外出向研修制度などによる社員のキャリア形成を

図ります。 

 

（２）働きがいのある職場づくりと人材配置 

人権尊重、機会均等、育児介護休業制度など、社員が安心して働ける環境整備をするとともに、女

性従業員や定年退職者の活用などによるダイバーシティの強化・推進に取り組むほか、事業戦略に対

応した戦略的な人材配置に努めます。 

 

８．10 年後に向けた基本戦略 

（１）大井・勝島地区の街づくりへの貢献  

羽田空港の国際化など陸・海・空のインフラ整備に伴う観光客や物流ニーズの増加などを見据えな

がら、大井・勝島地区で展開している事業の連携をさらに強化し、大井・勝島地区のにぎわいと活力

のある街づくりに貢献いたします。 

 

（２）伊勢崎地区の活力の一翼を担う 

オフト伊勢崎を定着させ、競馬とオートレースの相乗効果による伊勢崎オートレース場の活性化を

図り、にぎわいのある街づくりの一翼を担ってまいります。 

 

（３）いつでも誰にでも喜ばれるサマーランド 

「東京サマーランド」＝「夏のプール」のブランド力に加え、シルバー世代に喜ばれる新たな事業

を地域との連携の中で構築し、「いつでも誰にでも喜ばれるサマーランド」＝「ＮＥＷ東京サマーラ

ンド」をさらに推進いたします。 
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（４）新たなニーズに対応した競争力の強い倉庫事業 

既存倉庫をテナントと協議をしながら順次更新していくことで、新たな倉庫ニーズに対応し、倉庫

の機能性の向上と競争力の強化を図ります。 

 

９．社会貢献への取り組み 

 社会貢献への取り組みとして、震災復興支援の推進、文化・社会活動への貢献、地球環境への取り

組みの強化を継続的に行ってまいります。 

 

（１）震災復興支援の推進 

「スポーツアカデミー石巻」を拠点に子供たちに対する健康作りと体力向上を継続的に支援いたし

ます。 

 

（２）文化・社会活動への貢献 

特別支援学校生徒を対象とした「馬とのふれあい」や緑化活動、各種イベントへの協力支援などを

通じて、様々な文化・社会活動を推進し、豊かな社会の実現に寄与します。 

 

（３）地球環境への取り組みの強化 

太陽光発電事業や森林整備等の推進により、省資源・省エネルギーや地球温暖化防止への取り組み

を進めます。 

 

結びに 

 本中期経営計画は、10 年後を見据えながら、５年間の事業計画を明らかにしたものであります。 

 この計画期間は、当社グループを取り巻く環境に果敢に立ち向かい、事業基盤強化のために、新し

い挑戦を続けていく期間であります。 

 10 年後に向け、安定した経営基盤の構築を目指して、この５年間、グループの総力を挙げて、中期

経営計画を確実に実施してまいります。 

 

※本資料は、将来の財政状態及び経営成績に関する記述が含まれております。この前提及び将来予測に関する記述に

は、経営環境による一定のリスクと不確実性が含まれていることをご留意ください。  

 

以 上 


